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1. 2027年3月期第1四半期の連結業績（2026年4月1日～2026年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年3月期第1四半期 11,852 △1.7 839 ― 865 ― 595 ―

2026年3月期第1四半期 12,058 2.6 △97 ― △73 ― △14 ―

（注）包括利益 2027年3月期第1四半期　　562百万円 （357.7％） 2026年3月期第1四半期　　122百万円 （△73.4％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2027年3月期第1四半期 47.30 ―

2026年3月期第1四半期 △1.19 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2027年3月期第1四半期 43,068 28,076 65.2

2026年3月期 42,584 27,677 65.0

（参考）自己資本 2027年3月期第1四半期 28,076百万円 2026年3月期 27,677百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年3月期 ― 13.00 ― 13.00 26.00

2027年3月期 ―

2027年3月期（予想） 15.00 ― 15.00 30.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）2026年3月期第2四半期末配当金の内訳：普通配当12円00銭　　創業88周年記念配当1円00銭

　　　2026年3月期期末配当金の内訳：　　　　　 普通配当12円00銭　　創業88周年記念配当1円00銭

3. 2027年 3月期の連結業績予想（2026年 4月 1日～2027年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 48,900 0.6 2,150 13.7 2,180 13.0 1,460 8.7 116.03

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、【添付資料】P.９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、【添付資料】P.９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年3月期1Q 15,032,209 株 2026年3月期 15,032,209 株

② 期末自己株式数 2027年3月期1Q 2,449,756 株 2026年3月期 2,449,756 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年3月期1Q 12,582,453 株 2026年3月期1Q 12,582,553 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添付資

料】P.４「１．経営成績等の概況(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間において当社グループは、売上面では、お酒のおつまみ用途だけでなくおやつ需要に

も適した新製品の導入と市場定着を図りながら、主力製品の販売促進策等に引き続き取り組みましたが、昨今の い

か漁獲量の減少に加え、価格改定による いか製品等の販売数量減の影響を吸収するまでには至らず、減収となりま

した。利益面では、いか原料を中心とする原料価格の更なる値上がり影響に加え、中東情勢の悪化に伴う包装材料

やエネルギー価格の上昇、物流費、人件費などの増加もありましたが、価格改定の浸透や、原材料の産地・魚種な

どの変更、コストコントロールの徹底、プロダクトミックスの改善等の諸施策を講じたことで、大幅な増益となり

ました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高118億52百万円（前年同四半期比1.7％減）、営業利益８

億39百万円（前年同四半期は97百万円の営業損失）、経常利益８億65百万円（前年同四半期は73百万円の経常損

失）、親会社株主に帰属する四半期純利益５億95百万円（前年同四半期は14百万円の親会社株主に帰属する四半期

純損失）となりました。

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

金額 構成比 金額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

売 上 高 12,058 100.0 11,852 100.0 △205 △1.7

売 上 総 利 益 2,098 17.4 3,026 25.5 928 44.2

販売費及び一般管理費 2,196 18.2 2,187 18.4 △8 △0.4

営 業 利 益
又は営業損失（△）

△97 △0.8 839 7.1 936 ―

経 常 利 益
又は経常損失（△）

△73 △0.6 865 7.3 939 ―

親会社株主に帰属する
四半期純利益

又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

△14 △0.1 595 5.0 610 ―
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セグメント別および製品群別の売上の状況は、下記のとおりであります。

区 分

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減額 増減率(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

金額 構成比 金額 構成比

食
品
製
造
販
売
事
業

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

水 産 加 工 製 品 5,182 43.0 4,733 39.9 △449 △8.7

畜 肉 加 工 製 品 2,071 17.1 1,971 16.6 △100 △4.8

酪 農 加 工 製 品 2,133 17.7 2,497 21.1 363 17.1

農 産 加 工 製 品 589 4.9 623 5.3 34 5.9

ポケット菓子製品※ 724 6.0 638 5.4 △86 △11.9

チ ル ド 製 品 480 4.0 497 4.2 16 3.4

そ の 他 製 品 769 6.4 780 6.6 11 1.5

計 11,950 99.1 11,741 99.1 △209 △1.8

不動産賃貸事業計 107 0.9 110 0.9 3 3.3

売上高合計 12,058 100.0 11,852 100.0 △205 △1.7

※区分名「ポケット菓子製品」は、2026年３月期 第３四半期決算まで「素材菓子製品」という名称で

ありました。

（食品製造販売事業）

売上高を製品群別に分類しますと、水産加工製品は、耳からゲソまで色々なおいしさが楽しめる新製品「ちぎっ

て楽しむ するめの時間」や、スティックタイプの揚物製品「うまいか」、魚のすり身を薄く伸ばしふんわりと焼

き上げた「お徳用味付焼きかまぼこ」、駄菓子の新製品「カツ王 Ｗソース」などが売上を伸ばしましたが、価格

改定等を進めた いか製品の販売数量が落ち込んだ影響をすべて取り戻すまでには至らず、減収となりました。

畜肉加工製品は、ドライソーセージ製品では「一度は食べていただきたい おいしいサラミ」や「一度は食べて

いただきたい 粗挽きサラミ」、ジャーキー製品では軽い食感で様々な食シーンにマッチする新製品「うす切りポ

ークジャーキー」などが伸長しましたが、価格改定を行った製品の売上が減少し減収となりました。

酪農加工製品は、ボリュームたっぷりの「チータラ® お徳用」シリーズや、おやつにちょうどいいポーションタ

イプの新製品「チータラ® ミニ」、「一度は食べていただきたい 贅沢な チーズ鱈®」などが売上を伸ばし、大幅

な増収となりました。

農産加工製品は、食べきりサイズのナッツ製品「JOLLY PACK」シリーズなどの売上が伸長し、増収となりまし

た。

ポケット菓子製品は、食べやすい種ぬきほし梅に岩塩をまとわせた期間限定品「塩ほし梅」などが売上を伸ばし

ましたが、前期に猛暑の影響で梅製品が伸長した反動もあり減収となりました。

チルド製品は、チルドならではのなめらかな口どけが特長の「なめらか チータラ® 」シリーズ、カルビーとコラ

ボレーションしたフレーバーの期間限定品「なめらかチータラ® ピザポテト® の風味」などが伸長し、増収となり

ました。

その他製品は、こだわり商品を詰め合わせた「おつまみセレクション」など、プレミアムタイプのアソート製品

の売上が増加し、増収となりました。

以上の結果、食品製造販売事業の売上高は117億41百万円（前年同四半期比1.8％減）、営業利益は７億58百万円

（前年同四半期は１億78百万円の営業損失）となりました。

（不動産賃貸事業）

売上高は１億10百万円（前年同四半期比3.3％増）、営業利益は80百万円（同0.2％増）となりました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、430億68百万円（前連結会計年度末比４億84百万円増）となりました。

その主な内訳は、下記の通りであります。

「資産の部」では、売掛金が４億41百万円減少しましたが、原材料及び貯蔵品が５億21百万円増加、現金及び預

金が３億90百万円増加しました。売掛金の減少は代金回収が進んだ結果です。原材料及び貯蔵品の増加は、夏期の

繁忙期に向けて原材料等を積み増したためです。

「負債の部」では、未払金が１億13百万円減少しましたが、買掛金が６億15百万円増加しました。買掛金の増加

は、在庫を積み増したためです。結果、負債は149億92百万円（同84百万円増）となりました。

「純資産の部」では、配当金の支払いはありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰

余金が４億31百万円増加しました。結果、純資産は280億76百万円（同３億99百万円増）となりました。

以上を受けて自己資本比率は、前連結会計年度末比0.2ポイント増加の65.2％となっております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当連結会計年度の通期業績予想につきましては、2026年５月13日に公表いたしました連結業績予想から変更はご

ざいません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,606,314 4,997,254

売掛金 8,826,688 8,385,634

電子記録債権 22,136 23,464

商品及び製品 1,749,484 1,722,790

仕掛品 1,019,771 1,095,136

原材料及び貯蔵品 4,960,407 5,482,301

その他 335,643 429,648

貸倒引当金 △161 △158

流動資産合計 21,520,285 22,136,070

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,162,173 8,128,130

土地 6,878,285 6,878,285

その他（純額） 1,624,231 1,595,083

有形固定資産合計 16,664,690 16,601,499

無形固定資産 930,386 905,364

投資その他の資産 3,469,468 3,425,997

固定資産合計 21,064,545 20,932,861

資産合計 42,584,830 43,068,932



株式会社なとり(2922) 2027年３月期 第１四半期決算短信

6

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,183,936 4,799,048

短期借入金 2,545,000 2,545,000

1年内返済予定の長期借入金 270,020 257,080

未払法人税等 317,955 276,043

賞与引当金 355,912 307,152

役員賞与引当金 38,200 9,375

その他 3,630,985 3,286,669

流動負債合計 11,342,009 11,480,367

固定負債

長期借入金 898,060 867,040

役員退職慰労引当金 753,347 761,222

退職給付に係る負債 654,657 659,778

資産除去債務 5,825 5,825

その他 1,253,310 1,217,838

固定負債合計 3,565,200 3,511,704

負債合計 14,907,209 14,992,072

純資産の部

株主資本

資本金 1,975,125 1,975,125

資本剰余金 2,290,923 2,290,923

利益剰余金 24,107,735 24,539,255

自己株式 △2,096,662 △2,096,662

株主資本合計 26,277,121 26,708,642

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,308,763 1,280,072

退職給付に係る調整累計額 91,736 88,145

その他の包括利益累計額合計 1,400,499 1,368,218

純資産合計 27,677,620 28,076,860

負債純資産合計 42,584,830 43,068,932
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 12,058,272 11,852,528

売上原価 9,959,591 8,825,841

売上総利益 2,098,680 3,026,687

販売費及び一般管理費 2,196,332 2,187,611

営業利益又は営業損失（△） △97,652 839,075

営業外収益

受取配当金 27,443 31,917

受取賃貸料 6,292 5,989

その他 9,170 10,047

営業外収益合計 42,906 47,954

営業外費用

支払利息 13,343 15,144

賃貸費用 5,869 5,971

その他 27 189

営業外費用合計 19,240 21,305

経常利益又は経常損失（△） △73,985 865,725

特別利益

固定資産売却益 75,957 681

特別利益合計 75,957 681

特別損失

固定資産除却損 481 175

特別損失合計 481 175

税金等調整前四半期純利益 1,489 866,232

法人税等 16,459 271,139

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,970 595,092

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△14,970 595,092
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,970 595,092

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 140,093 △28,691

退職給付に係る調整額 △2,151 △3,590

その他の包括利益合計 137,941 △32,281

四半期包括利益 122,971 562,811

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 122,971 562,811

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）

「期中財務諸表に関する会計基準」等の適用

「期中財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第37号 2025年10月16日）及び、「期中財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第34号 2025年10月16日）を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しております。なお、四半期連結財務諸表への影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高

顧客との契約から生じる
収益

11,950,866 － 11,950,866 － 11,950,866

その他の収益 － 107,405 107,405 － 107,405

外部顧客への売上高 11,950,866 107,405 12,058,272 － 12,058,272

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 11,950,866 107,405 12,058,272 － 12,058,272

セグメント利益
又は損失（△）

△178,166 80,513 △97,652 － △97,652

(注) セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高

顧客との契約から生じる
収益

11,741,571 － 11,741,571 － 11,741,571

その他の収益 － 110,957 110,957 － 110,957

外部顧客への売上高 11,741,571 110,957 11,852,528 － 11,852,528

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 11,741,571 110,957 11,852,528 － 11,852,528

セグメント利益 758,377 80,697 839,075 － 839,075

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 287,745千円 279,629千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月５日

株式会社なとり

取締役会 御中

三優監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 公 太

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 西 寛 彰

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社なとりの2026年４月１日から2027年３月31

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期連結累計

期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠

して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表

等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。


